
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
検出側移動体が被検出側移動体を電磁波通信により検出し報知する移動体検出報知システ
ムにおいて、
被検出側移動体は遮蔽物を容易に回折する長波長電磁波と遮蔽物を容易に回折しない短波
長電磁波を同時に発信し、
検出側移動体は前記長波長電磁波を受信して前記短波長電磁波を受信しないときと前記長
波長電磁波と前記短波長電磁波の双方を受信したときとで異なる報知を行うことを特徴と
する移動体検出報知システム。
【請求項２】
検出側移動体が被検出側移動体を電磁波通信により検出し報知する移動体検出報知システ
ムにおいて、
被検出側移動体は遮蔽物を容易に回折しない短波長電磁波を発信し、
前記短波長電磁波を受信した中継器は中継コードを付加して所定方向へ短波長電磁波を中
継発信し、
検出側移動体は前記短波長電磁波を受信すると同短波長電磁波に中継コードが付加されて
いるか否かを判別して付加されていない短波長電磁波を受信しているときと受信していな
いときとで異なる報知を行うことを特徴とする移動体検出報知システム。
【請求項３】
検出側移動体が被検出側移動体を電磁波通信により検出し報知する移動体検出報知システ
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ムにおいて、
検出側移動体は所定範囲内の移動体の位置を把握している交通管制センターから移動体位
置情報を受信し、
被検出側移動体は遮蔽物を容易に回折しない短波長電磁波を発信し、
検出側移動体は前記移動体位置情報から所要方向に移動体が確認されている場合で前記短
波長電磁波を受信していないときと受信しているときとで異なる報知を行うことを特徴と
する移動体検出報知システム。
【請求項４】
検出側移動体が被検出側移動体を電磁波通信により検出し報知する移動体検出報知システ
ムにおいて、
被検出側移動体は電磁波を発信し、
検出側移動体は前記電磁波を受信し、同電磁波の検出強度の大きく変化する前後で異なる
報知を行うことを特徴とする移動体検出報知システム。
【請求項５】
前記電磁波には発信する移動体を識別するＩＤコードが付加されていることを特徴とする
請求項１から請求項４までのいずれかの項記載の移動体検出報知システム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、移動体を電波通信により検出し報知するシステムに関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来より車両を運転中に接近してくる他の車両やその他の移動体を検出する方法が種々提
案されている。
例えば特開平２－２１６６００号公報に記載されたものは、車両が備える受信装置が監視
しながら走行し、他の移動体が備える発信装置から発信されている警報電波を受信するこ
とにより警報を発して移動体の存在を感知するものである。
【０００３】
しかし警報の原因となった移動体の数までは分からないため、１台の車両だけを視覚で確
認した場合に他車の存在に気付きにくいことがある。
そこで特開平７－２２５２７４号公報に記載されたものは、受信信号における連続するパ
ルスの立上りの間隔を基準周期と比較して所定距離内に存在する移動体が単数か複数かを
判別して識別表示している。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
しかるに相手方移動体が単数か複数かを知ることができるだけで、複数と判別されて視覚
で２台以上の車両を確認してしまうとさらに別の車両が隠れて存在しているかは分からな
い。
すなわち遮蔽物に隠れて車両が存在するか否かを正確に判断できない。
【０００５】
本発明はかかる点に鑑みなされたもので、その目的とする処は、相手方移動体が遮蔽物に
隠れて存在するか視覚で確認できるかを判別して報知することができる移動体検出報知シ
ステムを供する点にある。
【０００６】
【課題を解決するための手段および作用効果】
上記目的を達成するために、本発明は、検出側移動体が被検出側移動体を電磁波通信によ
り検出し報知する移動体検出報知システムにおいて、被検出側移動体は遮蔽物を容易に回
折する長波長電磁波と遮蔽物を容易に回折しない短波長電磁波を同時に発信し、検出側移
動体は前記長波長電磁波を受信して前記短波長電磁波を受信しないときと前記長波長電磁
波と前記短波長電磁波の双方を受信したときとで異なる報知を行う移動体検出報知システ
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ムとした。
【０００７】
検出側移動体が長波長電磁波のみを受信した場合は、短波長電磁波は遮蔽物で遮られたと
考えられ、被検出側移動体は遮蔽物の陰に隠れて視覚では確認できない位置に存在すると
認められ、両電磁波を受信した場合は、被検出側移動体は遮蔽物の陰に隠れておらず視覚
でも確認可能な位置に存在することが認められる。
【０００８】
この２つの場合に異なる報知を行うことで、検出側移動体の運転者は、相手方移動体が遮
蔽物に隠れて存在するのか視覚で確認できる存在なのかを知ることができる。
したがって相手方移動体が遮蔽物に隠れて存在する時の報知は予備情報ということで、加
速の中断や制動操作への準備などの行動を促すことができ、相手方移動体が視覚で確認で
きる時の報知は警報と判断されて減速や停止を促すことがきる。
【０００９】
請求項２記載の発明は、検出側移動体が被検出側移動体を電磁波通信により検出し報知す
る移動体検出報知システムにおいて、被検出側移動体が遮蔽物を容易に回折しない短波長
電磁波を発信し、前記短波長電磁波を受信した中継器が中継コードを付加して所定方向へ
短波長電磁波を中継発信し、検出側移動体が前記短波長電磁波を受信すると同短波長電磁
波に中継コードが付加されているか否かを判別して付加されていない短波長電磁波を受信
しているときと受信していないときとで異なる報知を行う移動体検出報知システムである
。
【００１０】
中継コードが付加された短波長電磁波のみを受信した場合は、被検出側移動体は遮蔽物に
隠れていると判断でき、中継コードが付加されていない短波長電磁波を受信した場合は、
視覚での確認が可能であると判断される。
この２つの場合に異なる報知を行うことで、検出側移動体の運転者は、相手方移動体が遮
蔽物に隠れて存在するのか視覚で確認できる存在なのかを知ることができる。
【００１１】
請求項３記載の発明は、検出側移動体が被検出側移動体を電磁波通信により検出し報知す
る移動体検出報知システムにおいて、検出側移動体が所定範囲内の移動体の位置を把握し
ている交通管制センターから移動体位置情報を受信し、被検出側移動体が遮蔽物を容易に
回折しない短波長電磁波を発信し、検出側移動体が前記移動体位置情報から所要方向に移
動体が確認されている場合で前記短波長電磁波を受信していないときと受信しているとき
とで異なる報知を行う移動体検出報知システムである。
【００１２】
交通管制センターから移動体位置情報を受信して被検出側移動体の存在を認知した後、短
波長電磁波の受信がなければ被検出側移動体は遮蔽物に隠れていると判断でき、短波長電
磁波の受信があれば視覚で確認が可能であると判断される。この２つの場合に異なる報知
を行うことで、検出側移動体の運転者は、相手方移動体が遮蔽物に隠れて存在するのか視
覚で確認できる存在なのかを知ることができる。
【００１３】
請求項４記載の発明は、検出側移動体が被検出側移動体を電磁波通信により検出し報知す
る移動体検出報知システムにおいて、被検出側移動体は電磁波を発信し、検出側移動体は
前記電磁波を受信し、同電磁波の検出強度の大きく変化する前後で異なる報知を行う移動
体検出報知システムである。
【００１４】
受信した電磁波の検出強度が低い場合は、遮蔽物を回折した電磁波で被検出側移動体は遮
蔽物に隠れていると判断でき、検出強度が大きく増大する方向に変化するときは、被検出
側移動体が遮蔽物から現れ視覚で確認できるようになったと判断できる。
電磁波の検出強度が大きく変化する前後で異なる報知を行うことで、検出側移動体の運転
者は、相手方移動体が遮蔽物に隠れて存在するのか視覚で確認できる存在なのかを知るこ
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とができる。
【００１５】
請求項５記載の発明は、請求項１から請求項４までのいずれかの項記載の移動体検出報知
システムにおいて、前記電磁波には発信する移動体を識別するＩＤコードが付加されてい
ることを特徴とする。
【００１６】
電磁波にＩＤコードが付加されることで、複数の被検出側移動体がそれぞれ遮蔽物に隠れ
た位置に存在するのか視覚で確認できる位置に存在するのかを異なる報知により判断でき
る。
【００１７】
【発明の実施の形態】
以下本発明に係る一実施の形態について図１および図２に図示し説明する。
本実施の形態の移動体検出報知システムにおいて、車両はもちろん歩行者を含む移動体は
、通信報知装置１を備えている。
【００１８】
通信報知装置１は、通信制御回路２が、送信回路３に送信指示を与え、受信回路４で受信
した信号を入力し、信号処理した結果に基づき報知装置５に出力する。
【００１９】
送信回路３は、通信制御回路２からの発信指示を受けて送信アンテナ３ａから遮蔽物を容
易に回折する長い波長の電磁波が発信され、送信アンテナ３ｂから遮蔽物を容易に回折し
ない短い波長の電磁波（例えばマイクロ波、赤外線等）が発信される。
【００２０】
この長波長電磁波と短波長電磁波には発信する移動体のＩＤコードが付加されている。
なお短波長電磁波は指向性を有するので、所要の範囲を扇状に走査するように発信する。
【００２１】
受信回路４は、長波長電磁波と短波長電磁波の双方を受信可能で受信アンテナ４ａで受信
して通信制御回路２に出力する。
報知装置５は、表示ランプの点灯・点滅表示するとともに、スピーカによる音声報知を行
う。
【００２２】
以下具体的な例について報知制御がいかに行われるかを説明する。
図２に示すように車両ＡはＴ字路の直線路を交差点に向かって走行し、車両ＢはＴ字路の
分岐路を交差点に向かって走行している。
【００２３】
いま車両Ａを検出側、車両Ｂを被検出側として説明すると、車両Ｂの移動体検出報知装置
１から同車両ＢのＩＤコードを付加された長波長電磁波と短波長電磁波の双方を発信して
いる。
車両Ａと車両Ｂが、図２に示す位置関係にあるとき、車両Ａの運転者は、Ｔ字路の角の建
物 10によって遮蔽されて車両Ｂを見ることはできない。
【００２４】
車両Ｂから発信された長波長電磁波は、建物 10を容易に回折して車両Ａに至り受信される
が、短波長電磁波は建物 10に遮られて車両Ａに達せず受信されない。したがって検出側車
両Ａの通信制御回路２は、長波長電磁波のみを受信していることから車両Ｂが遮蔽物に隠
れて存在すると判断して注意信号を報知装置５に出力する。
【００２５】
報知装置５は、注意信号を入力すると、表示ランプを点灯し、ブザ－を連続音で鳴らし注
意報を発する。
したがって運転者は、この注意報により陰に隠れて車両が存在することを知ることができ
、加速等はせず制動操作への準備行動をすることができる。
【００２６】
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そして車両Ａと車両Ｂがさらに近づくと、車両Ａから見ると車両Ｂは建物 10の陰から出る
ことになり、よって短波長電磁波が車両Ａに達し、検出側車両Ａの通信制御回路２は、長
波長電磁波のほか短波長電磁波も受信することになり、両電磁波のＩＤコードが一致すれ
ば、車両Ｂが物陰から出て視覚で認識できる位置に存在すると判断して警報信号を報知装
置５に出力する。
【００２７】
報知装置５は、警報信号を入力すると、表示ランプを点滅し、ブザーも間欠音にして警報
を発する。
この警報により運転者は、車両Ｂが物陰から現れたことを知り、適当なタイミングで減速
または停止を行うことができる。
【００２８】
次に別の実施の形態について図３に示すＴ字路の簡略図に基づき説明する。
このＴ字路には交差点に電波中継器 20が設けられており、電波中継器 20は電波を受信した
方向と約９０度方向に反射するように増幅して再発信する。
電波中継器 20は再発信するときに中継器経由であることを示す中継コードを付加して発信
する。
【００２９】
移動体は、短波長電磁波を発信する送信回路を有し、その他は前記実施の形態と同じであ
る。
いま図３に示すように前記実施の形態と同じ位置関係に車両Ａと車両Ｂが位置すると、車
両Ｂから発信された短波長電磁波は、建物 10に遮られて直接車両Ａに達せず、電波中継器
20に中継された短波長電磁波が車両Ａに達する。
【００３０】
したがって車両Ａでは、中継コードを付加された短波長電磁波のみを受信することで、車
両Ｂが遮蔽物に隠れて存在すると判断して注意報を発する。
そして車両Ａに対して車両Ｂが建物 10の陰から出ると、短波長電磁波は直接車両Ａに達す
るので、中継コードの付加されたいない短波長電磁波と付加された短波長電磁波とが受信
され、ＩＤコードが一致すればいずれも車両Ｂからの電磁波であることが分かり、車両Ｂ
は視覚で確認できる位置に存在するとして警報を発する。
【００３１】
車両Ｂが物陰に隠れているときは、注意報により運転者に予備行動を促し、物陰から出る
と、警報により減速や制動を促すことができる。
【００３２】
上記実施の形態では、電波中継器 20による電波の中継で建物 10の陰に隠れている相手方車
両Ｂの存在を検出していたが、交通管制センターから周囲の車両の状況を通知してもらい
存在を把握した状態で短波長電磁波の受信を判別することで、相手方移動体が遮蔽物の陰
に隠れているのか、遮蔽物から出て視覚で確認できる位置にいるのかを判断できる。
【００３３】
すなわち交通管制センターからの通知で存在は確認できたものの短波長電磁波を受信して
いないときは遮蔽物の陰に隠れているとして注意報を発し、短波長電磁波を受信したとき
は物陰から出たとして警報を発するようにする。
【００３４】
次にまた別の実施の形態の移動体検出報知システムについて図４に基づいて説明する。
図４に示す移動体検出報知装置 31は、通信報知制御装置 32が、送信回路 33に送信指示を与
え、受信回路 34で受信した信号を入力し、信号処理した結果に基づき報知装置 35に出力す
る。
【００３５】
送信回路 33は、通信報知制御装置 32からの発信指示を受けて送信アンテナ３ａから遮蔽物
をある程度回折する波長の電磁波が発信される。
受信アンテナ 34ａで捉え受信回路 34に受信された電磁波は、分析処理される。
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【００３６】
すなわち受信回路 34で受信された電磁波は、フィルタ 36を介してノイズ、リップル、ピー
ク等を除去され判別回路 38と微分回路 37に入力され、微分回路 37で検出強度の変化分が取
り出され、判別回路 38に入力される。
また判別回路 38には受信回路 34から直接入力がある。
【００３７】
相手方移動体が遮蔽物の陰に隠れていると、かかる移動体から発信される電磁波は受信強
度が小さく一応回折した電磁波を捉えて存在だけは判別回路 38で判別でき、注意信号を報
知装置 35に出力して注意報を発する。
【００３８】
そして相手方移動体が遮蔽物から出ると、その出る前後において受信電磁波の検出強度が
大きく変化するので、判別回路 38では、微分回路 37からの検出強度の変化値が著しく大き
な正の値を示し、かつその時の検出強度がそれまでの値より十分に大きな値となってきた
場合に相手方移動体は視覚で確認できる範囲に入ったと判断して警報信号を報知装置 35に
出力して警報を発する。
【００３９】
よって相手方移動体が物陰に隠れているときは、注意報により運転者に予備行動を促し、
物陰から出ると、警報により減速や制動を促すことができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の一実施の形態に係る移動体検出報知システムの簡略ブロック図である。
【図２】車両の走行状態の一例を示す簡略平面図である。
【図３】別の実施の形態における車両の走行状態の一例を示す簡略平面図である。
【図４】また別の実施の形態における通信報知装置の簡略ブロック図である。
【符号の説明】
Ａ，Ｂ…車両、
１…通信報知装置、２…通信制御回路、３…送信回路、４…受信回路、５…報知装置、
10…建物、
20…電波中継器、
31…移動体検出報知装置、 32…通信報知制御装置、 33…送信回路、 34…受信回路、 35…報
知装置、 36…フィルタ、 37…微分回路、 38…判別回路。
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】
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